
 

被災者生活再建支援法の改正を求める意見書 

 

大阪北部地震、西日本豪雨、台風２１号、北海道地震など、大規模な自然災害が頻

発している。こうした中、被災した住民の生活再建を支援していく制度を拡充するこ

とは、喫緊の課題と考える。 

都道府県が相互扶助の観点から拠出した基金を活用し、自然災害により居住する住

宅が全壊するなど生活基盤に著しい被害を受けた世帯に被災者生活再建支援金を支給

する被災者生活再建支援法は、１９９８年５月に成立し、１９９９年から適用が開始

された。これまで、２００４年、０７年に大幅な法改正があり、一定の改善が図られ、

概ね現行制度に至り、今年で２０年目を迎える。 

しかしながら、同一の災害で被災したにもかかわらず、災害規模の要件が当てはま

らず適用対象外となり被災者間に不均衡が生じている事例や、住宅の建設・購入・補

修費など多額の支出を要する住宅の再建に現行の支給額では不十分といった問題な

ど、災害規模や支給対象、支給限度額などが問題となっている。 

被災した住民の生活再建のためには、特に、住宅再建に対する手厚い支援が求めら

れており、住民の生活の安定と被災地の速やかな復興に資するよう、国によるさらな

る支援及び制度の拡充が必要である。 

したがって、国に対し、下記の事項を要望する。  

 

記 

 

１．被災者生活再建支援制度の支給対象を半壊まで拡大すること。  

 

２．被災者生活再建支援制度については、被災者生活再建支援金及び被災者生活再建

支援法人に対する国庫補助の見直しを検討すること。 

 

３．被災者生活再建支援基金への都道府県の追加拠出に対し、過去と同等の地方財政

措置（起債充当率１００％、償還に対する交付税措置８０％）を講じること。 

 



 

４．一部地域が適用対象となるような自然災害が発生した場合には、法に基づく救済

が被災者に平等に行われるよう、全ての被災区域を支援の対象とすること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定に基づき、意見書を提出する。 

 

平成３０年１２月２０日 

大分県中津市議会     
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